
令和５年３月６日 

都市整備部建築課 

 

江東区事務手数料条例の一部を改正する条例 

 

１ 改正理由 

建築基準法、都市の低炭素化の促進に関する法律施行規則及び建築物のエ

ネルギー消費性能の向上に関する法律施行規則の一部改正に伴い、江東区事

務手数料条例の一部を改正する（都市整備部関係手数料）。 

 

２ 改正概要 

⑴ 建築基準法に係る許可、認定手数料において次の手数料の新設等を行う。 

ア 容積率の算定に当たり、住宅等に設ける機械室等の床面積を不算入と

する認定制度の創設に伴う認定手数料 

イ 建築物の再生可能エネルギー源の利用に資する太陽光パネル等設備を

屋根などに設置した場合の、高さ制限に係る特例許可の拡充に伴う許可

手数料 

ウ 一団の土地の区域を一の敷地とみなす一団地認定制度の対象行為に、

大規模修繕・模様替が追加されたことに伴う許可及び認定手数料 

⑵ 低炭素建築物新築等申請手数料及び建築物エネルギー消費性能向上計画

認定手数料において、次の手数料を定める。 

ア 複合建築物の非住宅部分（全体）と住宅部分（全体）の認定手数料

（共同住宅等及び複合建築物の住戸ごとの認定手数料は廃止） 

イ 一戸建て及び共同住宅等の省エネ性能評価に係る新たな誘導仕様基準

の導入に伴う認定手数料 

⑶ その他所要規定の整備を行う。 

 

３ 改正内容 

新旧対照表のとおり 

 

４ 施行期日 

公布の日から施行。ただし２(1)については令和５年４月１日から施行。 

 

資料 4
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江東区事務手数料条例 新旧対照表 

現行 改正案 

本則 （略） 本則 （略） 

別表第１～別表第５ （略） 別表第１～別表第５ （略） 

別表第６ 都市整備部関係手数料（都市の低炭

素化の促進に関する法律（平成２４年法律第

８４号）に基づく事務に係る手数料及び建築

物のエネルギー消費性能の向上に関する法律

（平成２７年法律第５３号）に基づく事務に

係る手数料を除く。）（第６条関係） 

別表第６ 都市整備部関係手数料（都市の低炭

素化の促進に関する法律（平成２４年法律第

８４号）に基づく事務に係る手数料及び建築

物のエネルギー消費性能の向上に関する法律

（平成２７年法律第５３号）に基づく事務に

係る手数料を除く。）（第６条関係） 

事務 手数料

の名称 

額 徴収

時期 

（略） 

３４ 建築基

準法第５１

条ただし書

（同法第８

７条第２項

若しくは第

３項又は第

８８条第２

項において

準用する場

合を含む。）

の規定に基

づく特殊建

築物等の敷

地の位置の

許可の申請

に対する審

査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特殊建

築物等

敷地許

可申請

手数料 

１件につき １６

０，０００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

許 可

申 請

の と

き 

事務 手数料

の名称 

額 徴収

時期 

（略） 

３４ 建築基

準法第５１

条ただし書

（同法第８

７条第２項

若しくは第

３項又は第

８８条第２

項において

準用する場

合を含む。）

の規定に基

づく特殊建

築物等の敷

地の位置の

許可の申請

に対する審

査 

特殊建

築物等

敷地許

可申請

手数料 

１件につき １６

０，０００円 

許 可

申 請

の と

き 

３５ 建築基

準法第５２

条第６項第

３号の規定

に基づく建

築物の容積

率に関する

特例の認定

の申請に対

建築物

の容積

率の特

例認定

申請手

数料 

１件につき ２８，

０００円 

認 定

申 請

の と

き 
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３５～３８ 

（略） 

（略） 

３９ 建築基

準法第５５

条第２項の

規定に基づ

く建築物の

高さに関す

る特例の認

定の申請に

対する審査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建築物

の高さ

の特例

認定申

請手数

料 

１件につき ２８，

０００円 

認 定

申 請

の と

き 

４０ 建築基

準法第５５

条第３項各

号の規定に

基づく建築

物の高さの

許可の申請

に対する審

査 

（略） 

４１ （略） （略） 

４２ 建築基

準法第５７

条第１項の

規定に基づ

く建築物の

高さに関す

る制限の適

用除外に係

る認定の申

請に対する

高架の

工作物

内に設

ける建

築物の

高さに

関する

制限の

適用除

外に係

１件につき ２８，

０００円 

認 定

申 請

の と

き 

する審査 

３６～３９ 

（略） 

（略） 

４０ 建築基

準法第５５

条第２項の

規定に基づ

く建築物の

高さに関す

る特例の認

定の申請に

対する審査 

建築物

の高さ

の特例

認定申

請手数

料 

１件につき ２８，

０００円 

認 定

申 請

の と

き 

４１ 建築基

準法第５５

条第３項の

規定に基づ

く建築物の

高さに関す

る特例の許

可の申請に

対する審査 

建築物

の高さ

の特例

許可申

請手数

料 

１件につき １６

０，０００円 

許 可

申 請

の と

き 

４２ 建築基

準法第５５

条第４項各

号の規定に

基づく建築

物の高さの

許可の申請

に対する審

査 

（略） 

４３ （略） （略） 

４４ 建築基

準法第５７

条第１項の

規定に基づ

く建築物の

高さに関す

る制限の適

用除外に係

る認定の申

請に対する

高架の

工作物

内に設

ける建

築物の

高さに

関する

制限の

適用除

外に係

１件につき ２８，

０００円 

認 定

申 請

の と

き 
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審査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る認定

申請手

数料 

４３～６４ 

（略） 

（略） 

６５ （略） 一団地

内に建

築され

る１又

は２以

上の構

えを成

す建築

物の特

例認定

申請手

数料 

 

（略） 

６６ （略） （略） 

６７ （略） 一団地

内に建

築され

る１又

は２以

上の構

えを成

す建築

物の特

例及び

敷地内

に広い

空地を

（略） 

審査 る認定

申請手

数料 

４５ 建築基

準法第５８

条第２項の

規定に基づ

く建築物の

高さに関す

る特例の許

可の申請に

対する審査 

高度地

区にお

ける建

築物の

高さの

特例許

可申請

手数料 

１件につき １６

０，０００円 

許 可

申 請

の と

き 

４６～６７ 

（略） 

（略） 

６８ （略） 一団地

内にお

いて建

築等を

する１

又は２

以上の

構えを

成す建

築物の

特例認

定申請

手数料 

（略） 

６９ （略） （略） 

７０ （略） 一団地

内にお

いて建

築等を

する１

又は２

以上の

構えを

成す建

築物の

特例及

び敷地

内に広

（略） 
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有する

建築物

の各部

分の高

さ又は

容積率

に関す

る特例

許可申

請手数

料 

 

６８ （略） （略） 

６９ 建築基

準法第８６

条の２第１

項の規定に

基づく一敷

地内認定建

築物以外の

建築物の建

築の認定の

申請に対す

る審査 

 

 

一敷地

内認定

建築物

以外の

建築物

の建築

認定申

請手数

料 

建築物（一敷地内認

定建築物を除く。以

下この項において

同じ。）の数が１で

ある場合にあって

は８２，０００円、

建築物の数が２以

上である場合にあ

っては８２，０００

円に１を超える建

築物の数に２９，０

００円を乗じて得

た額を加算した額 

（略）

７０ 建築基

準法第８６

条の２第２

項又は第３

項の規定に

基づく一敷

地内認定建

築物又は一

敷地内許可

建築物以外

の建築物の

建築に関す

る特例の許

可の申請に

対する審査 

一敷地

内認定

建築物

又は一

敷地内

許可建

築物以

外の建

築物の

建築に

関する

特例許

可申請

手数料 

 

建築物（一敷地内認

定建築物又は一敷

地内許可建築物を

除く。以下この項に

おいて同じ。）の数

が１である場合に

あっては２３８，０

００円、建築物の数

が２以上である場

合にあっては２３

８，０００円に１を

超える建築物の数

に２９，０００円を

乗じて得た額を加

算した額 

（略）

い空地

を有す

る建築

物の各

部分の

高さ又

は容積

率に関

する特

例許可

申請手

数料 

７１ （略） （略） 

７２ 建築基

準法第８６

条の２第１

項の規定に

基づく建築

物の新築又

は増築等の

認定の申請

に対する審

査 

公告対

象区域

内の建

築物の

新築又

は増築

等の認

定申請

手数料 

建築物の数が１で

ある場合にあって

は８２，０００円、

建築物の数が２以

上である場合にあ

っては８２，０００

円に１を超える建

築物の数に２９，０

００円を乗じて得

た額を加算した額 

 

 

 

（略）

７３ 建築基

準法第８６

条の２第２

項又は第３

項の規定に

基づく建築

物の新築又

は増築等に

関する特例

の許可の申

請に対する

審査 

 

 

 

公告対

象区域

内の建

築物の

新築又

は増築

等に関

する特

例許可

申請手

数料 

建築物の数が１で

ある場合にあって

は２３８，０００

円、建築物の数が２

以上である場合に

あっては２３８，０

００円に１を超え

る建築物の数に２

９，０００円を乗じ

て得た額を加算し

た額 

（略）
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７１～８５ 

（略） 

   

 

７４～８８ 

（略） 

   

 

別表第７都市整備部関係手数料(都市の低炭素

化の促進に関する法律に基づく事務に係る手

数料）（第６条関係） （別添１のとおり） 

別表第７都市整備部関係手数料(都市の低炭素

化の促進に関する法律に基づく事務に係る手

数料）（第６条関係） （別添２のとおり） 

別表第８都市整備部関係手数料(建築物のエネ

ルギー消費性能の向上に関する法律に基づく

事務に係る手数料)（第６条関係） （別添３

のとおり） 

別表第８都市整備部関係手数料(建築物のエネ

ルギー消費性能の向上に関する法律に基づく

事務に係る手数料)（第６条関係） （別添４

のとおり） 

別表第９ （略） 別表第９ （略） 

    附 則 

 （施行期日） 

 １ この条例は、公布の日から施行する。ただ

し、別表第６の改正規定は、令和５年４月１日

から施行する。 

 （経過措置） 

 ２ 都市の低炭素化の促進に関する法律施行規

則の一部を改正する省令（令和４年国土交通

省令第６８号）の施行の際、現に都市の低炭素

化の促進に関する法律（平成２４年法律第８

４号）第５４条第１項の認定を受けている又

は同法第５３条第１項の規定による認定の申

請がなされている低炭素建築物新築等計画の

同法第５５条第１項の規定による変更の認定

の申請については、この条例による改正前の

江東区事務手数料条例別表第７の２の部の規

定は、なおその効力を有する。 

 ３ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関す

る法律施行規則の一部を改正する省令（令和

４年国土交通省令第６７号）の施行の際、現に

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する

法律（平成２７年法律第５３号）第３５条第１

項の認定を受けている又は同法第３４条第１

項の規定による認定の申請がなされている建

築物エネルギー消費性能向上計画の同法第３

６条第１項の規定による変更の認定の申請に

ついては、この条例による改正前の江東区事

務手数料条例別表第８の４の部の規定は、な

おその効力を有する。 
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（別添１） 

別表第７ 都市整備部関係手数料（都市の低炭素化の促進に関する法律に基づく事務に係る手
数料）（第６条関係） 

事務 手数料の名称及び額 徴
収
時
期 

１ 都
市の
低炭
素化
の促
進に
関す
る法
律第
５４
条第
１項
の規
定に
基づ
く低
炭素
建築
物新
築等
計画
の認
定の
申請
に対
する
審査 

低炭素建築物新築等計画認定申請手数料 
次の(1)及び(2)に掲げる区分に応じて、次に掲げる額（申請に併せて都市の低炭素化
の促進に関する法律第５４条第２項の規定に基づく申出があった場合においては、
一の建築物について別表第６の９の項に掲げる額（建築基準法第８７条の４に規定
する昇降機に係る部分が含まれる場合においては、当該昇降機１基について同表の
１０の項又は１１の項に掲げる額の手数料を加えた額）の手数料を加えた額） 

認
定
申
請
の
と
き (1) 申請

に併せ
て区長
が指定
する者
（以下
「適合
性確認
機関」
とい
う。）
が作成
した都
市の低
炭素化
の促進
に関す
る法律
第５４
条第１
項各号
に掲げ
る基準
に適合
してい
ること
を示す
書類が
提出さ
れた場
合 

（略） 

イ 共同住
宅等（共
同住宅、
長屋その
他一戸建
て住宅以
外の住宅
をいう。
以下同
じ。） 

(ｱ) 住戸ごとの申
請の場合 

申請戸数が１戸のもの ４，７００円

一の共同住宅等のうち同
時に申請する戸数が２戸
以上５戸以下のもの 

９，４００円

一の共同住宅等のうち同
時に申請する戸数が６戸
以上１０戸以下のもの 

１６，０００
円

一の共同住宅等のうち同
時に申請する戸数が１１
戸以上２５戸以下のもの 

２７，０００
円

一の共同住宅等のうち同
時に申請する戸数が２６
戸以上５０戸以下のもの 

４５，０００
円

一の共同住宅等のうち同
時に申請する戸数が５１
戸以上１００戸以下のも
の 

８２，０００
円

一の共同住宅等のうち同
時に申請する戸数が１０
１戸以上２００戸以下の
もの 

１３１，００
０円

一の共同住宅等のうち同
時に申請する戸数が２０
１戸以上３００戸以下の
もの 

１７０，００
０円

一の共同住宅等のうち同
時に申請する戸数が３０
１戸以上のもの 

１８５，００
０円

(ｲ) 一の建築物の
申請の場合 

ⅰ 住戸の
部分（人
の居住の
用途に供
する部分
に限る。
以下同
じ。） 

（略） 

ii 共用廊
下等の部
分（住宅
の用途に
供する共
用廊下、
共用階段
その他共
用部分を
いう。以

（略） 
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（別添１） 

下同
じ。） 

ⅲ 非住宅
の部分
（住戸の
部分、共
用廊下等
の部分以
外の部分
をいう。
以下同
じ。） 

（略） 

(2) (1)
以外の
場合 

ア 一戸建て住宅 ３５，０００
円

イ 共同住
宅等 

(ｱ) 住戸ごとの申
請の場合 

申請戸数が１戸のもの ３５，０００
円

一の共同住宅等のうち同
時に申請する戸数が２戸
以上５戸以下のもの 

６９，０００
円

一の共同住宅等のうち同
時に申請する戸数が６戸
以上１０戸以下のもの 

９７，０００
円

一の共同住宅等のうち同
時に申請する戸数が１１
戸以上２５戸以下のもの 

１３７，００
０円

一の共同住宅等のうち同
時に申請する戸数が２６
戸以上５０戸以下のもの 

１９７，００
０円

一の共同住宅等のうち同
時に申請する戸数が５１
戸以上１００戸以下のも
の 

２８３，００
０円

一の共同住宅等のうち同
時に申請する戸数が１０
１戸以上２００戸以下の
もの 

３８５，００
０円

一の共同住宅等のうち同
時に申請する戸数が２０
１戸以上３００戸以下の
もの 

５０８，００
０円

一の共同住宅等のうち同
時に申請する戸数が３０
１戸以上のもの 

６００，００
０円

(ｲ) 一の建築物の
申請の場合 

ⅰ 住戸の
部分 

建築物の総戸
数が１戸のも
の 

３５，０００
円

建築物の総戸
数が２戸以上
５戸以下のも
の 

６９，０００
円

建築物の総戸
数が６戸以上
１０戸以下の
もの 

９７，０００
円

建築物の総戸
数が１１戸以
上２５戸以下
のもの 

１３７，００
０円
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（別添１） 

建築物の総戸
数が２６戸以
上５０戸以下
のもの 

１９７，００
０円

建築物の総戸
数が５１戸以
上１００戸以
下のもの 

２８３，００
０円

建築物の総戸
数が１０１戸
以上２００戸
以下のもの 

３８５，００
０円

建築物の総戸
数が２０１戸
以上３００戸
以下のもの 

５０８，００
０円

建築物の総戸
数が３０１戸
以上のもの 

６００，００
０円

ii 共用廊
下等の部
分 

（略） 

ⅲ 非住宅
の部分 

（略） 

（略） 

２ 都
市の
低炭
素化
の促
進に
関す
る法
律第
５５
条第
１項
の規
定に
基づ
く低
炭素
建築
物新
築等
計画
の変
更の
認定
の申
請に
対す
る審
査 

低炭素建築物新築等計画変更認定申請手数料 
次の(1)及び(2)に掲げる区分に応じて、次に掲げる額（申請に併せて都市の低炭素
化の促進に関する法律第５５条第２項の規定において準用する同法第５４条第２項
の規定に基づく申出があった場合においては、一の建築物について別表第６の９の
項に掲げる額（建築基準法第８７条の４に規定する昇降機に係る部分が含まれる場
合においては、当該昇降機１基について同表の１０の項又は１１の項に掲げる額の
手数料を加えた額）の手数料を加えた額） 

変
更
認
定
申
請
の
と
き 

(1) 申請
に併せ
て適合
性確認
機関が
作成し
た都市
の低炭
素化の
促進に
関する
法律第
５４条
第１項
各号に
掲げる
基準に
適合し
ている
ことを
示す書
類が提
出され
た場合 

（略） 

イ 共同住
宅等 

(ｱ) 住戸ごとの申
請の場合 

申請戸数が１戸のもの ３，３００円

一の共同住宅等のうち同
時に申請する戸数が２戸
以上５戸以下のもの 

６，６００円

一の共同住宅等のうち同
時に申請する戸数が６戸
以上１０戸以下のもの 

１１，０００
円

一の共同住宅等のうち同
時に申請する戸数が１１
戸以上２５戸以下のもの 

１９，０００
円

一の共同住宅等のうち同
時に申請する戸数が２６
戸以上５０戸以下のもの 

３２，０００
円

一の共同住宅等のうち同
時に申請する戸数が５１
戸以上１００戸以下のも
の 

５８，０００
円

一の共同住宅等のうち同
時に申請する戸数が１０
１戸以上２００戸以下の
もの 

９３，０００
円

一の共同住宅等のうち同
時に申請する戸数が２０
１戸以上３００戸以下の
もの 

１２２，００
０円

一の共同住宅等のうち同 １３４，００

9



（別添１） 

時に申請する戸数が３０
１戸以上のもの 

０円

(ｲ)  一の建築物の
申請の場合 

ⅰ 住戸の
部分 

建築物の総戸
数が１戸のも
の 

３，３００円

建築物の総戸
数が２戸以上
５戸以下のも
の 

６，６００円

建築物の総戸
数が６戸以上
１０戸以下の
もの 

１１，０００
円

建築物の総戸
数が１１戸以
上２５戸以下
のもの 

１９，０００
円

建築物の総戸
数が２６戸以
上５０戸以下
のもの 

３２，０００
円

建築物の総戸
数が５１戸以
上１００戸以
下のもの 

５８，０００
円

建築物の総戸
数が１０１戸
以上２００戸
以下のもの 

９３，０００
円

建築物の総戸
数が２０１戸
以上３００戸
以下のもの 

１２２，００
０円

建築物の総戸
数が３０１戸
以上のもの 

１３４，００
０円

ii 共用廊
下等の部
分 

（略） 

ⅲ 非住宅
の部分 

（略） 

（略） 

(2) (1)
以外の
場合 

ア 一戸建て住宅 １８，０００
円

イ 共同住
宅等 

(ｱ) 住戸ごとの申
請の場合 

申請戸数が１戸のもの １８，０００
円

一の共同住宅等のうち同
時に申請する戸数が２以
上５以下のもの 

３７，０００
円

一の共同住宅等のうち同
時に申請する戸数が６戸
以上１０戸以下のもの 

５２，０００
円

一の共同住宅等のうち同
時に申請する戸数が１１
戸以上２５戸以下のもの 

７４，０００
円

一の共同住宅等のうち同
時に申請する戸数が２６
戸以上５０戸以下のもの 

１０８，００
０円

一の共同住宅等のうち同 １５９，００
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（別添１） 

時に申請する戸数が５１
戸以上１００戸以下のも
の 

０円

一の共同住宅等のうち同
時に申請する戸数が１０
１戸以上２００戸以下の
もの 

２２１，００
０円

一の共同住宅等のうち同
時に申請する戸数が２０
１戸以上３００戸以下の
もの 

２９１，００
０円

一の共同住宅等のうち同
時に申請する戸数が３０
１戸以上のもの 

３４２，００
０円

(ｲ) 一の建築物の
申請の場合 

i 住戸の
部分 

建築物の総戸
数が１戸のも
の 

１８，０００
円

建築物の総戸
数が２戸以上
５戸以下のも
の 

３７，０００
円

建築物の総戸
数が６戸以上
１０戸以下の
もの 

５２，０００
円

建築物の総戸
数が１１戸以
上２５戸以下
のもの 

７４，０００
円

建築物の総戸
数が２６戸以
上５０戸以下
のもの 

１０８，００
０円

建築物の総戸
数が５１戸以
上１００戸以
下のもの 

１５９，００
０円

建築物の総戸
数が１０１戸
以上２００戸
以下のもの 

２２１，００
０円

建築物の総戸
数が２０１戸
以上３００戸
以下のもの 

２９１，００
０円

建築物の総戸
数が３０１戸
以上のもの 

３４２，００
０円

ii 共用廊
下等の部
分 

（略） 

ⅲ 非住宅
の部分 

（略） 

（略） 

備考 
１ 共同住宅等の一の建築物の申請の場合の手数料の額は、住戸の部分の額に共用廊下

等の部分及び非住宅の部分の額を加算した額とする。ただし、共用廊下等の部分若し
くは非住宅の部分が存在又は共用廊下等の部分を除く場合は、当該部分の額は加算し
ない。 

11



（別添１） 

２ 共同住宅等の住戸ごとの申請と一の建築物の申請を同時にする場合の手数料の額
は、一の建築物の申請の場合により算出した額とする。 
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（別添２） 

別表第７ 都市整備部関係手数料（都市の低炭素化の促進に関する法律に基づく事務に係る手
数料）（第６条関係） 

事務 手数料の名称及び額 徴
収
時
期 

１ 都
市の
低炭
素化
の促
進に
関す
る法
律第
５４
条第
１項
の規
定に
基づ
く低
炭素
建築
物新
築等
計画
の認
定の
申請
に対
する
審査 

低炭素建築物新築等計画認定申請手数料 
次の(1)及び(2)に掲げる区分に応じて、次に掲げる額（申請に併せて都市の低炭素化
の促進に関する法律第５４条第２項の規定に基づく申出があった場合においては、一
の建築物について別表第６の９の項に掲げる額（建築基準法第８７条の４に規定する
昇降機に係る部分が含まれる場合においては、当該昇降機１基について同表の１０の
項又は１１の項に掲げる額の手数料を加えた額）の手数料を加えた額） 

認
定
申
請
の
と
き (1) 申請

に併せ
て区長
が指定
する者
（以下
「適合
性確認
機関」
とい
う。）
が作成
した都
市の低
炭素化
の促進
に関す
る法律
第５４
条第１
項各号
に掲げ
る基準
に適合
してい
ること
を示す
書類が
提出さ
れた場
合 

（略） 

イ 共同住
宅等
（共同
住宅、
長屋そ
の他一
戸建て
住宅以
外の住
宅をい
う。以
下同
じ。） 

(ｱ) 住戸の部分
（人の居住の用
途に供する部分
に限る。以下同
じ。） 

（略）  

(ｲ)  共用部分（住
宅の用途に供す
る共用廊下、共
用階段その他共
用部分をいう。
以下同じ。） 

（略） 

(ｳ)  非住宅の部分
（住戸の部分及
び共用部分以外
の部分をいう。
以下同じ。） 

（略） 

（略）  

(2) (1)以
外の場
合 

ア 一戸建て住宅 誘導仕様基準（住宅部分の外壁、窓
等を通しての熱の損失の防止に関
する誘導基準及び一次エネルギー
消費量に関する誘導基準（令和４
年国土交通省告示第１１０６号）
をいう。以下同じ。）による場合 

２１，０００
円

誘導仕様基準以外による場合 ３５，０００
円

イ 共同住
宅等 

(ｱ)  住戸
の部分 

誘導仕様
基準によ
る場合 

建築物の総戸数が１戸の
もの 

２１，０００
円

 

建築物の総戸数が２戸以
上５戸以下のもの 

３９，０００
円

建築物の総戸数が６戸以
上１０戸以下のもの 

５６，０００
円

建築物の総戸数が１１戸
以上２５戸以下のもの 

８０，０００
円
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（別添２） 

建築物の総戸数が２６戸
以上５０戸以下のもの 

１２０，００
０円

建築物の総戸数が５１戸
以上１００戸以下のもの 

１８２，００
０円

建築物の総戸数が１０１
戸以上２００戸以下のも
の 

２６１，００
０円

建築物の総戸数が２０１
戸以上３００戸以下のも
の 

３４０，００
０円

建築物の総戸数が３０１
戸以上のもの 

３９０，００
０円

誘 導 仕
様 基 準
以 外 に
よ る 場
合 

建築物の総戸数が１戸の
もの 

３５，０００
円

建築物の総戸数が２戸以
上５戸以下のもの 

６９，０００
円

建築物の総戸数が６戸以
上１０戸以下のもの 

９７，０００
円

建築物の総戸数が１１戸
以上２５戸以下のもの 

１３７，００
０円

建築物の総戸数が２６戸
以上５０戸以下のもの 

１９７，００
０円

建築物の総戸数が５１戸
以上１００戸以下のもの 

２８３，００
０円

建築物の総戸数が１０１
戸以上２００戸以下のも
の 

３８５，００
０円

建築物の総戸数が２０１
戸以上３００戸以下のも
の 

５０８，００
０円

建築物の総戸数が３０１
戸以上のもの 

６００，００
０円

(ｲ)  共用部分 （略）  

(ｳ)  非住宅の部分 （略） 

（略）  

２ 都
市の
低炭
素化
の促
進に
関す
る法
律第
５５
条第
１項
の規
定に
基づ
く低
炭素
建築
物新
築等
計画
の変
更の

低炭素建築物新築等計画変更認定申請手数料 
次の(1)及び(2)に掲げる区分に応じて、次に掲げる額（申請に併せて都市の低炭素
化の促進に関する法律第５５条第２項の規定において準用する同法第５４条第２項
の規定に基づく申出があった場合においては、一の建築物について別表第６の９の
項に掲げる額（建築基準法第８７条の４に規定する昇降機に係る部分が含まれる場
合においては、当該昇降機１基について同表の１０の項又は１１の項に掲げる額の
手数料を加えた額）の手数料を加えた額） 

変
更
認
定
申
請
の
と
き 

(1) 申請
に併せ
て適合
性確認
機関が
作成し
た都市
の低炭
素化の
促進に
関する
法律第
５４条
第１項
各号に
掲げる

（略） 

イ 共同住
宅等 

(ｱ)  住戸の部分 建築物の総戸数が１戸の
もの 

３，３００円

建築物の総戸数が２戸以
上５戸以下のもの 

６，６００円

建築物の総戸数が６戸以
上１０戸以下のもの 

１１，０００
円

建築物の総戸数が１１戸
以上２５戸以下のもの 

１９，０００
円

建築物の総戸数が２６戸
以上５０戸以下のもの 

３２，０００
円

建築物の総戸数が５１戸
以上１００戸以下のもの 

５８，０００
円

建築物の総戸数が１０１
戸以上２００戸以下のも
の 

９３，０００
円
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（別添２） 

認定
の申
請に
対す
る審
査 

基準に
適合し
ている
ことを
示す書
類が提
出され
た場合 

建築物の総戸数が２０１
戸以上３００戸以下のも
の 

１２２，００
０円

建築物の総戸数が３０１
戸以上のもの 

１３４，００
０円

(ｲ)  共用部分 （略） 

(ｳ)  非住宅の部分 （略） 

（略）  

(2) (1)以
外の場
合 

ア 一戸建て住宅 誘導仕様基準による場合 １５，０００
円

誘導仕様基準以外による場合 １８，０００
円

イ 共同住
宅等 

(ｱ) 住戸
の部分 

誘導仕様
基準によ
る場合 

建築物の総戸数が１戸の
もの 

１５，０００
円

 

建築物の総戸数が２戸以
上５戸以下のもの 

２７，０００
円

建築物の総戸数が６戸以
上１０戸以下のもの 

４０，０００
円

建築物の総戸数が１１戸
以上２５戸以下のもの 

５６，０００
円

建築物の総戸数が２６戸
以上５０戸以下のもの 

８５，０００
円

建築物の総戸数が５１戸
以上１００戸以下のもの 

１２８，００
０円

建築物の総戸数が１０１
戸以上２００戸以下のも
の 

１８４，００
０円

建築物の総戸数が２０１
戸以上３００戸以下のも
の 

２４１，００
０円

建築物の総戸数が３０１
戸以上のもの 

２７８，００
０円

誘導仕様
基準以外
による場
合 

建築物の総戸数が１戸の
もの 

１８，０００
円

建築物の総戸数が２戸以
上５戸以下のもの 

３７，０００
円

建築物の総戸数が６戸以
上１０戸以下のもの 

５２，０００
円

建築物の総戸数が１１戸
以上２５戸以下のもの 

７４，０００
円

建築物の総戸数が２６戸
以上５０戸以下のもの 

１０８，００
０円

建築物の総戸数が５１戸
以上１００戸以下のもの 

１５９，００
０円

建築物の総戸数が１０１
戸以上２００戸以下のも
の 

２２１，００
０円

建築物の総戸数が２０１
戸以上３００戸以下のも
の 

２９１，００
０円

建築物の総戸数が３０１
戸以上のもの 

３４２，００
０円

(ｲ) 共用部分 （略）  

(ｳ) 非住宅の部分 （略） 

（略）  
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（別添３） 

別表第８ 都市整備部関係手数料（建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律に基づく
事務に係る手数料）（第６条関係） 

事務 手数料の名称及び額 徴
収
時
期 

（略） 

３ 建
築物
のエ
ネル
ギー
消費
性能
の向
上に
関す
る法
律第
３５
条第
１項
の規
定に
基づ
く建
築物
エネ
ルギ
ー消
費性
能向
上計
画の
認定
の申
請に
対す
る審
査 

建築物エネルギー消費性能向上計画認定申請手数料 
次の(1)及び(2)に掲げる区分に応じて、次に掲げる額（申請に併せて建築物のエネ
ルギー消費性能の向上に関する法律第３５条第２項の規定に基づく申出があった場
合においては、一の建築物について別表第６の９の項に掲げる額（建築基準法第８
７条の４に規定する昇降機に係る部分が含まれる場合においては、当該昇降機１基
について同表の１０の項又は１１の項に掲げる額の手数料を加えた額）に相当する
額を加えた額） 

認
定
申
請
の
と
き 

(1) 申請
に併せ
て建築
物のエ
ネルギ
ー消費
性能の
向上に
関する
法律第
３５条
第１項
各号に
掲げる
基準に
適合し
ている
ことを
示す書
類とし
て区長
が定め
るもの
が提出
された
場合 

（略） 

イ ア以外
の建築物 

(ｱ) 住戸ごとの申
請の場合 

当該住戸の床面積の合計
が３００平方メートル未
満のもの 

９，７００円

当該住戸の床面積の合計
が３００平方メートル以
上２，０００平方メート
ル未満のもの 

２１，０００
円

当該住戸の床面積の合計
が２，０００平方メート
ル以上５，０００平方メ
ートル未満のもの 

４６，０００
円

当該住戸の床面積の合計
が５，０００平方メート
ル以上のもの 

８１，０００
円

(ｲ) 一
の建
築物
の申
請の
場合 

ⅰ 住宅
部分
（建築
物のエ
ネルギ
ー消費
性能の
向上に
関する
法律第
１１条
第１項
に規定
する住
宅部分
をい
う。以
下この
表にお
いて同
じ。） 

（略） 

ii 非住
宅部分 

（略） 

(2) (1)
以外の
場合 

ア 一戸建て住宅 当該住宅の床面積の合計
が２００平方メートル未
満のもの 

３４，４００
円

当該住宅の床面積の合計
が２００平方メートル以
上のもの 

３８，４００
円

イ ア以外 (ｱ) 住戸ごとの申 当該住戸の床面積の合計 ６９，１００
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（別添３） 

の建築物 請の場合 が３００平方メートル未
満のもの 

円

当該住戸の床面積の合計
が３００平方メートル以
上２，０００平方メート
ル未満のもの 

１１６，００
０円

当該住戸の床面積の合計
が２，０００平方メート
ル以上５，０００平方メ
ートル未満のもの 

１９６，００
０円

当該住戸の床面積の合計
が５，０００平方メート
ル以上のもの 

２８１，００
０円

(ｲ) 一
の建
築物
の申
請の
場合 

ⅰ 住宅
部分 

当該部分の床面積の合計
が３００平方メートル未
満のもの 

６９，１００
円

当該部分の床面積の合計
が３００平方メートル以
上２，０００平方メート
ル未満のもの 

１１６，００
０円

当該部分の床面積の合計
が２，０００平方メート
ル以上５，０００平方メ
ートル未満のもの 

１９６，００
０円

当該部分の床面積の合計
が５，０００平方メート
ル以上のもの 

２８１，００
０円

ⅱ 
非
住
宅
部
分 

モ デル
建 物法
（ 一次
エ ネル
ギ ー消
費 量の
算 出に
用 いる
べ き標
準 的な
建 築物
及 び省
令 第１
０ 条第
１ 号イ
(1)の屋
内 周囲
空 間の
年 間熱
負荷（以
下 この
表 にお
いて「屋
内 周囲
空 間の
年 間熱
負荷」と
いう。）
の 算出
に 用い
る べき
も のと

（略） 
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（別添３） 

し て国
土 交通
大 臣が
定 める
建 築物
を 用い
て 評価
す る方
法 をい
う。４の
項 にお
い て同
じ。）に
よ る場
合 

標 準入
力 法等
（ 実際
の 設計
仕 様の
条 件を
基 に算
定 した
一 次エ
ネ ルギ
ー 消費
量 及び
屋 内周
囲 空間
の 年間
熱 負荷
を 用い
て 評価
す る方
法 をい
う。４の
項 にお
い て同
じ。）に
よ る場
合 

（略） 

４ 建
築物
のエ
ネル
ギー
消費
性能
の向
上に
関す
る法
律第
３６
条第
１項
の規
定に
基づ

建築物エネルギー消費性能向上計画変更認定申請手数料 
次の(1)及び(2)に掲げる区分に応じて、次に掲げる額（申請に併せて建築物のエネ
ルギー消費性能の向上に関する法律第３６条第２項において準用する第３５条第２
項の規定に基づく申出があった場合においては、一の建築物について別表第６の９
の項に掲げる額（建築基準法第８７条の４に規定する昇降機に係る部分が含まれる
場合においては、当該昇降機１基について同表の１０の項又は１１の項に掲げる額
の手数料を加えた額）に相当する額を加えた額） 

変
更
認
定
申
請
の
と
き 

(1) 申請
に併せ
て建築
物のエ
ネルギ
ー消費
性能の
向上に
関する
法律第
３５条

（略） 

イ ア以外
の建築物 

(ｱ) 住戸ごとの申
請の場合 

当該住戸の床面積の合計
が３００平方メートル未
満のもの 

６，９００円

当該住戸の床面積の合計
が３００平方メートル以
上２，０００平方メート
ル未満のもの 

１５，０００
円

当該住戸の床面積の合計
が２，０００平方メート
ル以上５，０００平方メ

３２，０００
円
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（別添３） 

く建
築物
エネ
ルギ
ー消
費性
能向
上計
画の
変更
の認
定の
申請
に対
する
審査 

第１項
各号に
掲げる
基準に
適合し
ている
ことを
示す書
類とし
て区長
が定め
るもの
が提出
された
場合 

ートル未満のもの 

当該住戸の床面積の合計
が５，０００平方メート
ル以上のもの 

５７，０００
円

(ｲ) 一
の建
築物
の申
請の
場合 

ⅰ 住宅
部分 

（略） 

ii 非住
宅部分 

（略） 

(2) (1)
以外の
場合 

ア 一戸建て住宅 当該住宅の床面積の合計
が２００平方メートル未
満のもの 

２４，２００
円

当該住宅の床面積の合計
が２００平方メートル以
上のもの 

２７，０００
円

イ ア以外
の建築物 

(ｱ) 住戸ごとの申
請の場合 

当該住戸の床面積の合計
が３００平方メートル未
満のもの 

４８，５００
円

当該住戸の床面積の合計
が３００平方メートル以
上２，０００平方メート
ル未満のもの 

８１，０００
円

当該住戸の床面積の合計
が２，０００平方メート
ル以上５，０００平方メ
ートル未満のもの 

１３８，００
０円

当該住戸の床面積の合計
が５，０００平方メート
ル以上のもの 

１９７，００
０円

(ｲ) 一
の建
築物
の申
請の
場合 

ⅰ 住宅
部分 

当該部分の床面積の合計
が３００平方メートル未
満のもの 

４８，５００
円

当該部分の床面積の合計
が３００平方メートル以
上２，０００平方メート
ル未満のもの 

８１，０００
円

当該部分の床面積の合計
が２，０００平方メート
ル以上５，０００平方メ
ートル未満のもの 

１３８，００
０円

当該部分の床面積の合計
が５，０００平方メート
ル以上のもの 

１９７，００
０円

ⅱ 
非
住
宅
部
分 

モ デル
建 物法
に よる
場合 

（略） 

標 準入
力 法等
に よる
場合 

（略） 

５ 建
築物

建築物エネルギー消費性能基準に適合している旨の認定申請手数料 
次の(1)及び(2)に掲げる区分に応じて、次に掲げる額 

認
定
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（別添３） 

のエ
ネル
ギー
消費
性能
の向
上に
関す
る法
律第
４１
条第
１項
の規
定に
基づ
く建
築物
エネ
ルギ
ー消
費性
能基
準に
適合
して
いる
旨の
認定
の申
請に
対す
る審
査 

（略） 申
請
の
と
き 

(2) (1)
以外の 

ア 一戸建
て住宅 

(ｱ) 性能基準（省
令第１条第１項 

（略） 

場合  第２号イ(1)(i)
及び同号ロ(1)
に定める基準を
いう。）による
場合 

（略） 

(ｲ) モデル住宅法
（省令第１条第
１項第２号イ
(2)(i)及び同号
ロ(2)に定める
基準をいう。）
による場合 

（略） 

(ｳ) 仕様基準（省
令第１条第１項
第２号イ(3)及
び同号ロ(3)に
定める基準をい
う。以下この表
において同
じ。）による場
合 

（略） 

イ ア以外
の建築物 

(ｱ) 住
宅部
分 

ⅰ 性能
基準
（省令
第１条
第１項
第２号
イ
(1)(i)
若しく
は(ii)
及び同
号ロ(1)
又は同
項第３
号に定
める基
準をい
う。）
による
場合 

（略） 

ii フロ
ア入力
法（省
令第１
条第１
項第２
号イ
(2)(ii)
及び同
号ロ(2)
に定め
る基準
をい
う。）
による

（略） 
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（別添３） 

場合 

ⅲ 仕様
基準に
よる場
合 

（略） 

(ｲ) 非
住宅
部分 

ⅰ モデ
ル建物
法によ
る場合 

（略） 

    ii 標準
入力法
等によ
る場合 

（略） 

（略） 

備考 
１ １ 省令第１条第１項第１号ただし書に規定する国土交通大臣がエネルギー消費性
能を適切に評価できる方法と認める方法によって非住宅部分が備えるべきエネルギー
消費性能を有することが確かめられた場合における建築物エネルギー消費性能適合性
判定手数料、建築物エネルギー消費性能確保計画の変更に係る建築物エネルギー消費
性能適合性判定手数料、建築物エネルギー消費性能基準に適合している旨の認定申請
手数料又は建築物エネルギー消費性能確保計画の変更が軽微な変更に該当しているこ
との証明手数料の額は、それぞれ別表第８の１の部(2)の項、２の部(2)の項、５の部
(2)の款イの項(ｲ)のⅱ又は６の部(2)の項に掲げる標準入力法等による場合とみなして
算出した額とする。 

２ 省令第１条第１項第１号ただし書に規定する国土交通大臣がエネルギー消費性能を
適切に評価できる方法と認める方法によって非住宅部分が備えるべきエネルギー消費
性能を有することが確かめられ、かつ、省令第１０条第１号ただし書に規定する国土
交通大臣がエネルギー消費性能を適切に評価できる方法と認める方法によって非住宅
部分が建築物のエネルギー消費性能の向上の一層の促進のために誘導すべきエネルギ
ー消費性能を有することが確かめられた場合における建築物エネルギー消費性能向上
計画認定申請手数料又は建築物エネルギー消費性能向上計画変更認定申請手数料（以
下この表において「向上計画認定申請手数料等」という。）の額は、それぞれ別表第
８の３の部(2)の款イの項（イ）のii又は４の部(2)の款イの項（イ）のiiに掲げる標
準入力法等による場合とみなして算出した額とする。 

３～１０（略） 
１１ 向上計画認定申請手数料等について、一の建築物の申請の場合の手数料の額は、
住宅部分の額及び非住宅部分の額を合算した額とする。ただし、住宅部分又は非住宅
部分が存在しない場合は、当該部分の額は合算しない。 

１２ 向上計画認定申請手数料等について、同一の建築物において住戸ごとの申請と一
の建築物の申請を同時にする場合の手数料の額は、一の建築物の申請の場合により算
出した額とする。 

１３ 向上計画認定申請手数料等について、住宅部分及び非住宅部分を有する建築物の
非住宅部分のみを申請する場合の手数料の額は、当該非住宅部分の床面積の合計を一
の建築物の申請の場合における非住宅部分の床面積の合計とみなして算出した額とす
る。 

１４ 向上計画認定申請手数料等又は建築物エネルギー消費性能基準に適合している旨
の認定申請手数料（性能基準又はフロア入力法による場合に限る。）について、共同
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（別添３） 

住宅の一の建築物の申請の場合の手数料の額は、住戸部分の額に共用部分の額を加算
した額とする。ただし、共用部分が存在しない場合又は共用部分を除く場合は、当該
共用部分の額は加算しない。 

１５ 建築物エネルギー消費性能基準に適合している旨の認定申請手数料（仕様基準に
よる場合に限る。）について、共同住宅の一の建築物の申請の場合の手数料の額は、
共用部分の額を加算しないものとする。 

１６ 建築物エネルギー消費性能基準に適合している旨の認定申請手数料の額は、住宅
部分の額及び非住宅部分の額を合算した額とする。ただし、住宅部分又は非住宅部分
が存在しない場合は、当該部分の額は合算しない。 

 

22



（別添４） 

別表第８ 都市整備部関係手数料（建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律に基づく
事務に係る手数料）（第６条関係） 

事務 手数料の名称及び額 徴
収
時
期 

（略） 

３ 建
築物
のエ
ネル
ギー
消費
性能
の向
上に
関す
る法
律第
３５
条第
１項
の規
定に
基づ
く建
築物
エネ
ルギ
ー消
費性
能向
上計
画の
認定
の申
請に
対す
る審
査 

建築物エネルギー消費性能向上計画認定申請手数料 
次の(1)及び(2)に掲げる区分に応じて、次に掲げる額（申請に併せて建築物のエネ
ルギー消費性能の向上に関する法律第３５条第２項の規定に基づく申出があった場
合においては、一の建築物について別表第６の９の項に掲げる額（建築基準法第８
７条の４に規定する昇降機に係る部分が含まれる場合においては、当該昇降機１基
について同表の１０の項又は１１の項に掲げる額の手数料を加えた額）に相当する
額を加えた額） 

認
定
申
請
の
と
き 

(1) 申請
に併せ
て建築
物のエ
ネルギ
ー消費
性能の
向上に
関する
法律第
３５条
第１項
各号に
掲げる
基準に
適合し
ている
ことを
示す書
類とし
て区長
が定め
るもの
が提出
された
場合 

（略） 

イ ア以
外の建
築物 

(ｱ) 住宅部分（建築
物のエネルギー消
費性能の向上に関
する法律第１１条
第１項に規定する
住宅部分をいう。
以下この表におい
て同じ。） 

（略） 

(ｲ) 非住宅部分 （略） 

(2) (1)
以外の
場合 

ア 一戸
建て住
宅 

誘導仕様基準（住宅
部分の外壁、窓等を
通しての熱の損失の
防止に関する誘導基
準及び一次エネルギ
ー消費量に関する誘
導基準を定める件
（令和４年国土交通
省告示第１１０６
号）をいう。以下同
じ。）)による場合 

当該住宅の床面積の合計
が２００平方メートル未
満のもの 

２０，０００
円

当該住宅の床面積の合計
が２００平方メートル以
上のもの 

２２，０００
円

誘導仕様基準以外に
よる場合 

当該住宅の床面積の合計
が２００平方メートル未
満のもの 

３４，４００
円

当該住宅の床面積の合計
が２００平方メートル以
上のもの 

３８，４００
円

イ ア以
外の建

(ｱ)
住

誘導仕様基準によ
る場合 

当該部分の床面積の合計
が３００平方メートル未

３８，０００
円
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築物 宅
部
分 

満のもの 

当該部分の床面積の合計
が３００平方メートル以
上２，０００平方メート
ル未満のもの 

６６，０００
円

当該部分の床面積の合計
が２，０００平方メート
ル以上５，０００平方メ
ートル未満のもの 

１１８，００
０円

当該部分の床面積の合計
が５，０００平方メート
ル以上のもの 

１７９，００
０円

誘導仕様基準以外
による場合 

当該部分の床面積の合計
が３００平方メートル未
満のもの 

６９，１００
円

当該部分の床面積の合計
が３００平方メートル以
上２，０００平方メート
ル未満のもの 

１１６，００
０円

当該部分の床面積の合計
が２，０００平方メート
ル以上５，０００平方メ
ートル未満のもの 

１９６，００
０円

当該部分の床面積の合計
が５，０００平方メート
ル以上のもの 

２８１，００
０円

(ｲ)
非
住
宅
部
分 

モデル建物法（一
次エネルギー消費
量の算出に用いる
べき標準的な建築
物及び省令第１０
条第１号イ(1)の
屋内周囲空間の年
間熱負荷（以下こ
の表において「屋
内周囲空間の年間
熱負荷」という。）
の算出に用いるべ
きものとして国土
交通大臣が定める
建築物を用いて評
価する方法をい
う。４の項におい
て同じ。）による場
合 

（略） 

標準入力法等（実
際の設計仕様の条
件を基に算定した
一次エネルギー消
費量及び屋内周囲
空間の年間熱負荷
を用いて評価する
方法をいう。４の
項において同じ。）
による場合 

（略） 

４ 建
築物
のエ
ネル

建築物エネルギー消費性能向上計画変更認定申請手数料 
次の(1)及び(2)に掲げる区分に応じて、次に掲げる額（申請に併せて建築物のエネ
ルギー消費性能の向上に関する法律第３６条第２項において準用する第３５条第２
項の規定に基づく申出があった場合においては、一の建築物について別表第６の９

変
更
認
定
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ギー
消費
性能
の向
上に
関す
る法
律第
３６
条第
１項
の規
定に
基づ
く建
築物
エネ
ルギ
ー消
費性
能向
上計
画の
変更
の認
定の
申請
に対
する
審査 

の項に掲げる額（建築基準法第８７条の４に規定する昇降機に係る部分が含まれる
場合においては、当該昇降機１基について同表の１０の項又は１１の項に掲げる額
の手数料を加えた額）に相当する額を加えた額） 

申
請
の
と
き 

(1) 申請
に併せ
て建築
物のエ
ネルギ
ー消費
性能の
向上に
関する
法律第
３５条
第１項
各号に
掲げる
基準に
適合し
ている
ことを
示す書
類とし
て区長
が定め
るもの
が提出
された
場合 

（略） 

イ ア以
外の建
築物 

(ｱ) 住宅部分 （略） 

(ｲ) 非住宅部分 （略） 

(2) (1)
以外の
場合 

ア 一戸
建て住
宅 

誘導仕様基準による
場合 

当該住宅の床面積の合計
が２００平方メートル未
満のもの 

１４，０００
円

当該住宅の床面積の合計
が２００平方メートル以
上のもの 

１５，０００
円

誘導仕様基準以外に
よる場合 

当該住宅の床面積の合計
が２００平方メートル未
満のもの 

２４，２００
円

当該住宅の床面積の合計
が２００平方メートル以
上のもの 

２７，０００
円

イ ア以
外の建
築物 

(ｱ) 
住
宅
部
分 

誘導仕様基準によ
る場合 

当該部分の床面積の合計
が３００平方メートル未
満のもの 

２６，０００
円

当該部分の床面積の合計
が３００平方メートル以
上２，０００平方メート
ル未満のもの 

４６，０００
円

当該部分の床面積の合計
が２，０００平方メート
ル以上５，０００平方メ
ートル未満のもの 

８３，０００
円

当該部分の床面積の合計
が５，０００平方メート
ル以上のもの 

１２５，００
０円

誘導仕様基準以外
による場合 

当該部分の床面積の合計
が３００平方メートル未
満のもの 

４８，５００
円

当該部分の床面積の合計 ８１，０００
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が３００平方メートル以
上２，０００平方メート
ル未満のもの 

円

当該部分の床面積の合計
が２，０００平方メート
ル以上５，０００平方メ
ートル未満のもの 

１３８，００
０円

当該部分の床面積の合計
が５，０００平方メート
ル以上のもの 

１９７，００
０円

(ｲ) 
非
住
宅
部
分 

モデル建物法によ
る場合 

（略） 

標準入力法等によ
る場合 

（略） 

５ 建
築物
のエ
ネル
ギー
消費
性能
の向
上に
関す
る法
律第
４１
条第
１項
の規
定に
基づ
く建
築物
エネ
ルギ
ー消
費性
能基
準に
適合
して
いる
旨の
認定
の申
請に
対す
る審
査 

建築物エネルギー消費性能基準に適合している旨の認定申請手数料 
次の(1)及び(2)に掲げる区分に応じて、次に掲げる額 

認
定
申
請
の
と
き 

（略） 

(2) (1)
以外の
場合 

ア 一戸
建て住
宅 

性能基準（省令第１
条第１項第２号イ(1)
及び同号ロ(1)に定め
る基準をいう。）に
よる場合 

（略） 

モデル住宅法（省令
第１条第１項第２号
イ(2)及び同号ロ(2)
に定める基準をい
う。）による場合 

（略） 

仕様基準（省令第１
条第１項第２号イ(3)
及び同号ロ(3)に定め
る基準をいう。以下
この表において同
じ。）又は誘導仕様
基準による場合 

（略） 

イ ア以
外の建
築物 

 
 

(ｱ) 
住
宅
部
分 
 

性能基準（省令第
１条第１項第２号
イ(1)及び同号ロ
(1)又は同項第３
号に定める基準を
いう。以下この表
において同じ。）
による場合 

（略） 

フロア入力法（省
令第１条第１項第
２号イ(2)及び同
号ロ(2)に定める
基準をいう。以下
この表において同
じ。）による場合 

（略） 

仕様基準又は誘導
仕様基準による場
合 

（略） 

(ｲ) 
非
住
宅
部

モデル建物法によ
る場合 

（略） 

標準入力法等によ
る場合 

（略） 
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分 

（略） 

備考 
１ 省令第１条第１項第１号ただし書に規定する国土交通大臣がエネルギー消費性能を
適切に評価できる方法と認める方法によって非住宅部分が備えるべきエネルギー消費
性能を有することが確かめられた場合における建築物エネルギー消費性能適合性判定
手数料、建築物エネルギー消費性能確保計画の変更に係る建築物エネルギー消費性能
適合性判定手数料、建築物エネルギー消費性能基準に適合している旨の認定申請手数
料又は建築物エネルギー消費性能確保計画の変更が軽微な変更に該当していることの
証明手数料の額は、それぞれ別表第８の１の部(2)の項、２の部(2)の項、５の部(2)の
款イの項(ｲ)又は６の部(2)の項に掲げる標準入力法等による場合とみなして算出した
額とする。 

２ 省令第１条第１項第１号ただし書に規定する国土交通大臣がエネルギー消費性能を
適切に評価できる方法と認める方法によって非住宅部分が備えるべきエネルギー消費
性能を有することが確かめられ、かつ、省令第１０条第１号ただし書に規定する国土
交通大臣がエネルギー消費性能を適切に評価できる方法と認める方法によって非住宅
部分が建築物のエネルギー消費性能の向上の一層の促進のために誘導すべきエネルギ
ー消費性能を有することが確かめられた場合における建築物エネルギー消費性能向上
計画認定申請手数料又は建築物エネルギー消費性能向上計画変更認定申請手数料（以
下この表において「向上計画認定申請手数料等」という。）の額は、それぞれ別表第
８の３の部(2)の款イの項(ｲ)又は４の部(2)の款イの項(ｲ)に掲げる標準入力法等によ
る場合とみなして算出した額とする。 

３～１０（略） 
１１ 向上計画認定申請手数料等（誘導仕様基準以外による場合に限る。）又は建築物
エネルギー消費性能基準に適合している旨の認定申請手数料（性能基準又はフロア入
力法による場合に限る。）について、共同住宅の申請の場合の手数料の額は、住戸部
分の額に共用部分の額を加算した額とする。ただし、共用部分が存在しない場合又は
共用部分を除く場合は、当該共用部分の額は加算しない。 

１２ 向上計画認定申請手数料等（誘導仕様基準による場合に限る。）又は建築物エネ
ルギー消費性能基準に適合している旨の認定申請手数料（仕様基準又は誘導仕様基準
による場合に限る。）について、共同住宅の申請の場合の手数料の額は、共用部分の
額を加算しないものとする。 
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